
通し番号 5115   分類番号  R03-9C-34-09 
 

西湘地域の２定置漁場におけるより実効性の高い休漁時期について 

 [要約] 平成 23 年度より施行された資源管理計画による漁獲削減効果の結果をもとに、効果

的な休漁時期の検討を行った。資源の温存と永続的な漁業経営との両立を考えた際に、休漁

時期として最適な時期は、漁獲量は多いが魚価が低い時期と考えられる。 

対象は西湘の２漁場（A漁場、B漁場）とし、直近６年間のデータを使用して算定した。そ

れによると、A漁場は、最適な時期は９～10月であり、B漁場は８～９月と判断された。また、

この時期に７～10 日間休漁したとすると、予想される資源の温存量は A 漁場では約 33～48

トン、B 漁場では 12～48 トンと算定された。 

今回解析した２つの漁場の休漁時期は、当場が割出した最適な時期と重なる年もあり、ほ

ぼ効果的な休漁時期の設定がされていることが確認された。 
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［背景・ねらい］ 

本県では平成 23 年度から資源管理・漁業所得補償対策事業が施行された。県内の定置網漁業者

は所属する漁業協同組合が定めた資源管理計画に基づき７日間以上の休漁期間を設定しており、

収入の安定と資源の保護に努めている。また、令和５年度までに資源管理計画から資源管理協定

に移行する予定で、より実効性が高い資源管理が必要とされる。 

本研究では、西湘地域の２漁場について月間総漁獲量と総漁獲金額、魚価とのバランスを考慮

し、より実効性が高く資源が温存できる休漁時期を検討した。また、今までの休漁措置との効果

検証を行った。なお、本件は神奈川県資源管理協議会の取り組みの一環として行われた。 

 

［成果の内容・特徴］ 

１． A 漁場 

平成 27 年～令和２年の月間漁獲量の平均より、漁獲盛期は７月と９～10 月で閑散期は１～２

月であった（図１）。また、キロ当たり単価は６～10 月が 152～211 円と低調であった（図２：A

漁場）。６～８月の月間の総漁獲金額は低いため、この期間はこれ以上操業を抑えると漁業経営に

影響を及ぼす可能性があるため、６～８月よりは漁獲金額が多い９～10月に休漁を行う方が資源

の温存と漁業経営との両立になると考えられた。そして、予想される資源の温存量は、７～10 日

間の休漁で、約 33～48 トンと算定された。 

２． B 漁場 

平成 27 年～令和２年の月間漁獲量の平均より、漁獲盛期は９～10 月で閑散期は１～３月であ

った（図３）。また、キロ当たり単価は７～10月が 151～173 円と低調であった（図２：B 漁場）。

漁業経営の面からは 10月は１年の中で月間の総漁獲金額が最も高いため休漁を避けかつ、７月は

１年の中で月間の総漁獲金額が最も低い月であることから、これ以上の休漁は避けることが好ま

しい。以上のことから８～９月に休漁を行うことが資源の温存と漁業経営との両立になると考え

られた。そして、予想される資源の温存量は、７～10 日間の休漁で、約 12～48 トンと算定され

た。 



 ３．令和２年までの２漁場の休漁時期の検証 
令和２年までの休漁時期は、A漁場では７月下旬～10月上旬の 7～10 日間、B 漁場では７月中 

旬～９月下旬の６～10日間に設定されており、その推定漁獲削減量は各々19.1～47.9 トン、5.5

～31.2 トンであった。当場が実効性の高い休漁時期とした時期に休漁が設定されていたのは、A、

B 漁場ともに９年間のうち６回であった。 
 

[成果の活用面・留意点] 

１．今回解析した２漁場は、当場が出したほぼ実効性の高い時期に休漁を行っていた。 

２．資源管理強化に合わせて、他の漁場についても同様のデータを用いて実効性の高い休

漁時期を検討していく必要がある。 
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図１：A 漁場の月別漁獲量と月別漁獲金額 図３：B 漁場の月別漁獲量と月別漁獲金額 

図２：月別キロ当たり単価（A漁場、B漁場） 


